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愛知県における高齢者の居住状況に関する地域比較
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緒 言

高齢者の人口は,急速に増加しつつある。特に今後は,高齢者の単身世帯や夫婦世帯と

いう高齢者だけで居住する世帯が増加すると予想されている。

高齢者を含む世帯では,一做的に,高齢者の身体的日常生活能力が低下して住空間が使

い難いことや,低収入化により居住可能な住宅タイプが制約されるなどの住宅に関する問

題が発生しやすくなっている。中でも,高齢単身者や夫婦のみという,高齢者だけで生活

する世帯は,上記の生活条件に該当することが多く,特別の住宅計画上の配慮や住宅対策

が必要になってくる世帯のタイプである。したがって,高齢者の住宅事情は,世帯の型別

の検討が基本である。

また,愛知県の中でも,地域によって高齢化の速度や高齢者を含む世帯のタイプに差が

みられることも留意する必要がある。各地域ごとの高齢者を含む世帯の比率やタイプ,住

宅事情の特徴を把握し,それらに対応した住宅・地域計画の対策と,生活上の人的な介助

である福祉的施策と連携して行うことが必要である。

本研究では,高齢者を65歳以上とする。そして,高齢者を含む世帯について,①居住者

の基本的な属性,特に生活水準の条件となる年収について,②住宅の概要,③住宅規模,

④住替えの状況,の諸点において,高齢者を含む世帯の型や年齢による変化,地域による

差といった観点から検討を加え,高齢者を含む世帯に対する住宅施策に示唆を与えること

を目的とする1)。

研究の方法

分析するデータとしては,昭和63年に実施された「住宅統計調査」の愛知県分を用い,

再集計を行った。集計には,名古屋大学犬型計算機センターを利用し, SPSS統計パッケー

ジを用いた。

地域区分と高齢者を含む世帯の概要

1.地域区分と高齢者を含む世帯の型

分析は,地域と高齢者を含む世帯の型を指標に区分して行う。
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図1 高齢者世帯の比率による地域区分(1)
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図2 高齢者世帯の比率による地域区分(2)

地域的に比較してみると,愛知県内で高齢者を含む世帯の住宅事情は大きく異なってい

る。したがって,高齢者の居住環境を改善するためには,県内をいくつかの地域に分け,

相互に比較することを通じて(図1, 2),地域の実状に対応して様々に異なった住宅施策

を行う必要がある。ここでは,地域区分として,高齢者を含む世帯の世帯状況による分類

を行う。図1に示したように,愛知県内の各市町村について,高齢者の人口比率と,高齢

単身世帯と夫婦のみ世帯の合計が高齢者を含む世帯の中に占める比率(同・別居比率)を

用いて位置付けると,次の4地域に区分された。

①大都市地域:高齢者の割合は高くないが別居傾向を示す地域

②市街化地域:高齢者比率は高くなく,同居から別居傾向へと移行しつつある地域

③農村地域:高齢者の比率が比較的高く,同居傾向を示す地域
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④過疎化地域:高齢者比率が高く別居傾向である地域

大都市地域は,名古屋市の市域とほぼ一致する。若い世代が,過疎化地域では職業に就

くことが困難であるため市街化地域へと移動していくために,過疎化地域には高齢者だけ

の世帯が残されていく結果,また,大都市地域では住宅規模が限られる同居が困難で,同

居のための住宅取得には郊外へ転出せざるを得ないため,このような地域区分が形成され

たと考えられる。したがって,高齢者だけの世帯比率が高い大都市地域である名古屋市や,

過疎化傾向を示す山間部で,高齢者の生活を配慮した住宅の改善と社会的生活施設や交通

の利便性を向上させる地域計画が,特に重要である。

高齢者を含む世帯の型は,①高齢単身世帯,②夫婦のみの世帯,③3世代世帯,④その

他の高齢者を含む世帯,の4タイプに区分して検討した。

各地域別の高齢者を含む世帯の型別の比率を,図3に示す。愛知県全体では,3世代は

4割程度であり,単身世帯が1割を超えるようになっている。夫婦世帯も2害Uに近くなっ

ていて,増加傾向にあることを示している。単身と夫婦世帯の比率が高いのは,大都市地

域である。大都市では,先述したように,若い世代の郊外への転出により高齢者が残され

るため,また高齢者にとっては,社会施設利用の利便性と住み慣れた地域を離れられない

ため,と考えられる。大都市地域から市街化地域,農村地域へと,しだいに高齢者だけの

世帯比率は減少し,3世代が増加していく様子がみられる。注目されるのは,図3で,過

疎化地域の高齢者だけの世帯比率が,大都市地域に次いで高くなり,市街化地域とよく似

た割合を示している点である。過疎化地域の高齢者のみ世帯では,同居する家族がなく,

隣家とも離れていることが多いため,生活上の介助と緊急時の連絡,交通の利便性を整備

していくことが必要である。

2.高齢者を含む世帯の基本属性

居住者の属性を,居住する上で基本的な年収の点から検討する(図4)。

高齢者を含む世帯の中で,年収が低い層は,高齢単身である。最も年収が高い大都市地

域でも「100万円未満」が,約半数を占めている。そして,「200万円未満」の層が8害U以上

を占めている。その他の地域では,より高率な割合を示している。逆に,年収が高い層は,

3世代である。過疎化地域では低くなっているものの,他の3地域では「700万円」以上の

割合が約4割である。地域間で比較すると,大都市地域が高く,市街化地域,農村地域,

過疎化地域へと年収のレベルは低下していく。過疎化地域の年収レベルが,他の3地域に

図3 地域私高齢者を含む世帯の型
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図4 地域別,世帯型別,年収
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比べて特に低くなっている。このように,高齢者を含む世帯の生活条件は,世帯型・地域

によって大きく異なっているため,ひとまとめにして扱うことはできない。収入の低い高

齢単身は,居住状況を改善することが制約されているため問題を発生しやすいので,特に

留意する必要がある。

高齢者を含む世帯の住宅状況

1.住 宅 形 式

高齢者を含む世帯の住宅形式をみると(図5),大都市地域でも「持家(戸建・長屋)」

の割合が高くなっていることに,高齢者を含まない世帯との違いがみられる。中でも,3

世代では,8害Uを超えて多い。大都市地域以外の愛知県では,ほとんどが「持家(戸建・

長屋)」と「民借(持家･長屋)」で占められている。また,「マンション」や「鉄賃」の非

木造の集合住宅に居住する割合は,大都市地域でみられるものの,その他の地域では少な

い。非木造集合住宅が立地しているのが,居住密度が高い大都市地域に限られているので

ある。また,過疎化地域では,ほとんどが「持家(戸建・長屋)」である。

世帯型に注目すると,単身世帯では,「民借(戸建・長屋)」,「公営住宅」,「木賃」の比

率が高くなっている。この内「木賃」は,名古屋市内の大都市地域に多いことが特徴であ

る。住宅として低質である「木賃」に居住する大都市の単身世帯が,居住性・住宅入居上

の問題を多く抱えているのである。夫婦世帯では「公営住宅」層はみられるが,「木賃」の

比率は少なくなる。

2.住宅の建築時期

地域別,世帯型別に住宅の建築時期をみると(図6), 3世代の方が,高齢者だけの世帯

に比べて新しい住宅に居住している割合が高くなっていることが,注目される。3世代の

入居時期の方が,建築時期より以前であることから,3世代の住む住宅では増改築を行い

住宅を改善しつつ居住しており,そのため,高齢者だけの住宅より,質的には新しくなっ

ていることが多いと考えられる。高齢者だけが居住する住宅で,建築時期が早くなってい

るのは,借家の比率が高く,手が加えられない,また,改築していくだけの資金的な余裕

がないという条件が作用していると考えられる。高齢単身の住宅では,「36~45年」の建築

時期が3害U程度を占めている。これは,「木賃」が大量に供給された時期と一致する。高齢

単身では,入居時期より建築時期の方が旧くなっているため,何回かの住替えを行って,

現在の「木賃」に入居したと考えられる。夫婦のみ世帯では,「26~35年」と「36~45年」

の割合が高い。地域間で比較すると,過疎化地域の住宅の建築時期が早いことを除いて大

きな差はみられない。

3.住 宅 規 模

地域別,高齢者を含む世帯の型別に,住宅規模を畳数の点から取り上げて検討する(図

7)。

大都市地域よりも周辺の愛知県の方が,住宅規模は大きい。特に,過疎化地域の高齢単

身世帯において,「48畳以上」の広い住宅が3害U弱を占めていることは注目される。家族数

が減少したためであろうが,高齢の単身世帯にとっては,住宅を維持管理していくことが

負担になっているのではないだろうか。逆に,大都市地域の高齢単身世帯で,9畳未満の

世帯が1割程度を占めていて狭い。過疎化地域では,高齢者だけで居住する世帯の住宅規
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図5 地域別,世帯型別,住宅形式
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図6 地域別,世帯型別,建築時期
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図7 地域別,世帯型別,畳做
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模は他の地域に比べて広くなっているものの,3世代の世帯が居住する住宅の規模は,農

村地域の3世代の住宅規模と大きく異たっていない。これらの地域の3世代の住宅規模が,

愛知県における最大の住宅規模を示しているのであろう。

高齢者を含む世帯の住替え状況

住替えにより高齢者の居住状況が変化している様子を検討するために,4地域間の比較

を行った。

図8は,高齢者を含む世帯の中で,現在住んでいる地域別に,住替えを行った世帯数と

その前住地が愛知県内である世帯数とを示している。住替え後の居住地は,市街化地域で

ある比率が高いことがみられる。特に,3世代の世帯で増加している。前住地に注目する

と,大都市地域では,愛知県外から転入してくる居住者が,各世帯型の半数程度を占めて

いて多い。市街化地域になると,愛知県内からの移動比率が高くなってくる。そして,農

村地域になると,さらに愛知県内からの移動が多くなる。

次に,前住地が愛知県であった居住者に注目して,住替えの実態を検討する。

住替えを行ったすべての世帯について,各地域別に住替えの前後における世帯数の変化

をみると,図9のようである。市街化地域では転入により世帯数が増加しているが,他の

地域では移動により減少傾向にある。高齢者を含む世帯において,地域別の世帯数の増減

を示したものが,図10, 11である。高齢者を含む世帯でも,世帯做が増加しているのは市

街化地域である。世帯型では,3世代における増加が著しい。また,単身世帯做は減少し

ているが,夫婦世帯数が増加している。市街化地域は別居傾向を示しつっも,3世代で同

居する住宅を取得する世帯も増加している地域なのである。高齢者を含む世帯数が増加し

つつも高齢者人口比率が低いのは,若い層の転入の方が多いからである。大都市地域では,

3世代が大きく減少し,高齢者のみの世帯做は減少しつつも変化は少ない。その結束,大

都市地域では,高齢者人口の比率が増加し,高齢者だけで別居して生活する世帯比率が増

加する傾向を示すのである。農村地域では,大きな変化はみられない。この地域でも3世

図8 地域別,住替え世帯数と愛知県内住替え世帯数
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図9 地域別,住替えによる世帯数の変化

図10 地域別,住替えによる高齢者(65~74歳)を含む世帯数の変化

図11 地域別,住替えによる高齢者(75歳~)を含む世帯数の変化
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代が若干減っていることから,この地域の中でも,今後は別居の比率が増えてくることが

考えられる。過疎化地域で,高齢者を含む世帯の移動は少ない。高齢者を含まない若い世

代が転出するために,高齢者人口比率の増加と別居傾向が進行しているのである。

ま と め

高齢者を含む世帯の住宅の状況について検討した結束,留意されるべき点を,まとめて

述べると次のようである。

① 愛知県内でも,高齢者を含む世帯の世帯状況と居住状況において,地域差が大きいこ

とがみられた。高齢者を含む世帯の中でも,高齢者だけで生活する世帯では,日常生活上

の問題が多く発生する。この高齢者のみの世帯比率が高いのは,大都市である名古屋市内

と,過疎化傾向を示す山間地域であった。住替えの傾向をみても,今後も両地区では高齢

者のみの世帯比率は,さらに高くなると考えられる。前者では,高齢者のみの世帯が多く

居住する,「木賃」の借家を中心とした住宅対策が必要であり,公的借家が果たす役割りも

大きい。後者では,交通の利便性などの地域的な整備が求められている。

② 高齢者を含む世帯の住宅の建築時期は,旧いものが多かった。「持家(戸建・長屋)」

については,3世代の世帯では,増改築などの改善をして住宅の水準を高めているが,高

齢単身や夫婦のみの世帯が多く居住する場合には,改善がなされていないことが多い。こ

れらの世帯は,改善の意欲に欠けることもあるが,改善にかかる費用負担が困難なことが,

大きく作用している。したがって,これらの居住者層に対しては,福祉的な公的住宅に入

居させていくことで対応することが望ましい。

③ 高齢者の年収は全体に低いが,高齢単身世帯の年収は特に低い。そのため,支払うこ

とができる家賃には限度があり,低質で割高な「木賃(設備共用)」に居住していることが

多い。世帯主年齢が高くなるにつれて,経済的には低下するため,支出可能な住居費が限

られるため,「木賃(設備共用)」にしか居住できないのである。住宅の質が家賃に対して

良質である公的借家への高齢単身者の入居を,さらに拡大していく必要がある。また,今

後増加するであろう後期高齢者の入居に対しては,福祉的な設備も備えた公的な住宅供給

を配慮する必要があろう。

註

1)本研究は,愛知県第六期住宅建設五箇年計画策定調査一昭和63年住宅統計調査地方集計結果-一報

告書,愛知県建築部, 1991. 3.において筆者が担当した部分を再構成・補足したものである。

(平成3年9月17日受理)
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